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当　該　団　体　値

類似団体内平均値

類似団体内の
 最大値及び最小値

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.73][0.73][0.73][0.73]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

32/12832/12832/12832/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

0.550.550.550.55
栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均

0.790.790.790.79
0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

0.300.300.300.30

1.431.431.431.43

0.640.640.640.64
0.660.660.660.660.650.650.650.650.630.630.630.630.590.590.590.59

H21H20H19H18H17

0.730.730.730.73
0.730.730.730.730.710.710.710.710.680.680.680.680.650.650.650.65

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [92.9%][92.9%][92.9%][92.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

80/12880/12880/12880/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

91.891.891.891.8
栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均
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人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額人口1人当たり人件費・物件費等決算額人口1人当たり人件費・物件費等決算額人口1人当たり人件費・物件費等決算額[151,079円][151,079円][151,079円][151,079円]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

114/128114/128114/128114/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

115,856115,856115,856115,856
栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均
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給与水準   （国との比較）給与水準   （国との比較）給与水準   （国との比較）給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数 [97.4][97.4][97.4][97.4]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

54/12854/12854/12854/128
全国市平均全国市平均全国市平均全国市平均

98.898.898.898.8
全国町村平均全国町村平均全国町村平均全国町村平均
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定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況

人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数人口千人当たり職員数 [11.50人][11.50人][11.50人][11.50人]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

124/128124/128124/128124/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均
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栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均
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公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [11.8%][11.8%][11.8%][11.8%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

39/12839/12839/12839/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均

11.211.211.211.2
栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均栃木県市町村平均
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将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [81.9%][81.9%][81.9%][81.9%]

類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位類似団体内順位

50/12850/12850/12850/128
全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均全国市町村平均
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの

財政力財政力財政力財政力

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

人件費・物件費等の人件費・物件費等の人件費・物件費等の人件費・物件費等の
状況状況状況状況

給与水準給与水準給与水準給与水準
   （国との比較）   （国との比較）   （国との比較）   （国との比較）

定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況

公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況

将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況

類似団体平均類似団体平均類似団体平均類似団体平均

日光市日光市日光市日光市
※類似団体平均を100とした※類似団体平均を100とした※類似団体平均を100とした※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。　ときの比率で表した。　ときの比率で表した。　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄分析欄分析欄分析欄
【財政力指数】
　０．７３で、類似団体の平均（０．６４）は上回るものの、県内市町の平均（０．７９）よりは低く、１４
市中１３番目と低い位置にある。特に、市税の徴収率が８０．４と、昨年度より０．２低下し、やは
り１４市中１３番目となっている。そのため、工場等の進出による法人市民税、固定資産税や雇
用の場の確保による個人市民税等の増収を図ることが喫緊の課題であることから、引き続き企
業誘致の推進に努める。
【経常収支比率】
　９２．９で、類似団体の平均（９１．８）や県内市町の平均（８９．７）を上回り、県内１４市中では３
番目に高くなっている。特に、職員数が類似団体と比較して多いことから、人件費に係る経常収
支比率が高い。職員数が多い理由は、広域圏の合併により一部事務組合の事業を引き継ぎ単
独自治体として実施していることや、面積が広く観光施設が点在し分散型の消防防災体制を整
える必要から類似団体と比較して消防関係職員が多いことなどが挙げられる。そのため、平成１
８年度に定めた職員定員適正化計画に沿って職員数の削減（６年間で２５８人）を図る。また、平
成１９年度に定めた財政健全化計画に基づき、市税の徴収率向上（現年課税分を平成１９年度
から５年間で１．５％）などの歳入確保や補助金の整理合理化（平成１９年度から５年間で１４１
百万円）、特別会計繰出金の抑制（平成１９年度から５年間で３７８百万円）、などの歳出抑制に
取り組む。そして平成２３年度までに９０以下にすることを目指す。

【実質公債費比率】
　１１．８で、類似団体の平均（１３．９）は下回るものの、県内市町の平均（１０．３）を上回ってい
る。平成２２年度に稼動を始めるクリーンセンターなどの大型事業に伴い市債の発行が増える
が、高金利市債の繰上償還（平成１９年度から３年間で６億円程度）や都市計画税の見直し等を
実施した。そして、緊急度や住民ニーズを的確に捉えた事業の集中と選択を徹底し、市債に依存
しない適正な財政運営に努めていく。
【ラスパイレス指数】
　９７．４で、類似団体の平均（９７．８）や全国の市平均（９８．８）を下回っている。平成２０年度ま
では、合併により発生した旧市町村間の給与水準の格差を是正する措置をとっており、前年度よ
り０．１の低下となっている。
【将来負担比率】
　８１．９で、類似団体の平均（１０６．７）は下回るものの、県内市町の平均（５５．５）は大幅に上
回り、１４市中では３番目に高い。主な理由は、合併振興基金やクリーンセンター建設などの財
源として合併特例債や過疎債などを活用していることがあげられる。これらの起債は交付税措置
が大きいため、実質公債費比率などの指標は地方債残高ほどには高くなっていない。しかし、残
高の増加は避けなければならないことから、緊急度や住民ニーズを的確に捉えた事業の集中と
選択を徹底し、市債に依存しない適正な財政運営に努める。

【人口１，０００人当たり職員数】
　１１．５０で、類似団体の平均（７．９５）や県内市町の平均（７．１０）などと比較すると大幅に多
い数値となっている。職員数が多い理由は、広域圏の合併により一部事務組合の事業を引き継
ぎ単独自治体として実施していることや、面積が広く観光施設が点在し分散型の消防防災体制
を整える必要から類似団体と比較して消防関係職員が多いことなどが挙げられる。そのため、平
成１８年度に定めた職員定員適正化計画に沿って職員数の削減（６年間で２５８人）を図ることと
している。具体的には、退職者不補充や早期退職者制度などを活用し、合併前の１，３７７人（平
成１７年４月１日現在）から１，1７６人（平成２１年４月１日現在）と、３年間で２０１人の削減を行っ
た。
【人口１人当たり人件費・物件費等決算額】
　１５１，０７９円で、類似団体の平均（１１８，１１５円）や県内市町の平均（１０９，１１１円）をともに
大きく上回っている。広域圏の合併により一部事務組合の事業を引き継ぎ単独自治体として実
施していることや、面積が広く観光施設が点在し分散型の消防防災体制を整える必要から類似
団体と比較して消防関係職員が多いことなどが挙げられる。今後は、職員定員適正化計画に
沿って職員数を削減するとともに、民間でも実施可能な部分は指定管理者制度の導入などによ
り委託化を進めながら、コストの低減を図っていく。


